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Czepiel et al.（1985）， Bitner et al.（1990）， Bitner et al.（1994)， Chandon et al.（1997)，山本（1999）など）。











　その後、社会心理学の理論（均衡理論 ; Newcomb（1953）， Hidder（1958）， 認知的斉合性理論 ; Hidder
（1944, 1946, 1958）， 認知的不協和理論 ; Festinger（1957））やマーケティングの先行研究（認知的不協和と
満足の関連性（Sweeney et al. 1996）， 認知的不協和とサービス品質知覚が及ぼす再購買行動（Donovan and 
Samler（1994）， Heskett et al.（1997）， Heskett et al.（2003）など）。を援用し、二例の実証研究結果を示
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　一方で大学教育では、学生の Granted Bias を矯正するためにも専門的な教育を重視することと地域との
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協働、グローパルな経験を積ませることなどで学生が問題を自ら発見したり、自発的に問題に取り組んだり
する場を提供することが有効ではないかと指摘をしている。この取り組みについては自ら企画し指導したイ
スラム文化圏への学生の理解を高めるプロジェクトの成果を提示して提案を行っている。
　本研究は、氏の10年あまりの研究成果を元にしながら、現在直面している大学での教育改革という問題意
識を関連付けながら議論が進められる。そのため、理論的な前提と最終的な結論を導き出す過程がやや弱い
ところがあるが、その点はこの分野の研究蓄積で補完できると思われる。
　また、反応系列によってサービス提供組織や提供者が変化するというプロセスに言及することは出来な
かった。継続的な研究フィールドの確保といった点で、限界はあったが、従業員満足に関する調査も含めて
将来の課題として残った部分であるといえるだろう。
　ただこの点は、本論文の決定的な問題というわけではなく、博士学位請求論文として十分な内容を有して
いると判断した。
